
夜間営業の制限など仕事が無くなるなどにより生活費にお困りの場合

１都３県を対象とする緊急事態宣言の発出に当たっての

生活と雇用を守る支援のご案内

 住居確保給付金（家賃）

令和３年１月８日

 緊急小口資金・総合支援資金（生活費）

厚生労働省では、新型コロナウイルス感染症の影響を受けている国民の皆
様に向け、既に「生活を支えるための支援」をご案内しておりますが、今般
の事態を受け、改めて以下の措置をご案内いたします。ご活用ください。

感染防止や夜間営業の制限などで仕事が減少した場合

やむを得ず離職され、お仕事をお探しの場合

 求職者支援訓練
雇用保険を受給できない求職者の方も、無料（テキスト代等実費のみ負担）で職業訓練を受講し

ながら、要件を満たせば月額10万円の受講手当等の給付金を受給可能
※雇用保険を受給している方は無料（テキスト代等実費のみ負担）の公共職業訓練を受講可能

やむを得ず離職された方々に、ハローワークでの職業相談・職業紹介
とともに、以下の支援策を実施します。

休業等に伴う収入減少等により住居を失うおそれのある方等に対して、家賃相当額を原則３か月
（最長９か月（令和２年度中に新規申請した方は最長12か月））支給。（支給上限：住宅扶助特別
基準額）

新

 新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金
中小企業の労働者で休業手当の支払を受けられなかった場合、休業前賃金の80％

（給付額日額上限：11000円）

 雇用調整助成金の新型コロナウイルス感染症特例
事業主が労働者に支払った休業手当等について以下の助成（助成額日額上限：15000円）
・中小企業 4/5（解雇等を行わない場合 10/10）・大企業 2/3（解雇等を行わない場合 3/4 ）

関係業界等に対し、以下の助成金等の周知を徹底し、その利用を勧
奨します。

 産業雇用安定助成金（仮称）
コロナ禍において事業が一時的に縮小し、労働者の雇用を在籍型出向により維持する事業主と、
出向を受け入れる事業主に対して、一定期間の助成を行う

※令和２年度第３次補正予算成立後速やかに実施

１都３県の知事の要請を受けて営業時間の短縮に協力する飲食店等に対しては、雇用調整助成金
の特例措置に係る大企業の助成率を最大10／10に引き上げる予定です

（休業で対応する場合）
※シフト制、日々雇用等の方でも、仕事が無くなった日にも雇用関係が継続するなど、要件を満たせば

それぞれの措置の対象となります

（出向で対応する場合）

新

休業等により一時的な資金が必要な方及び失業等により生活の立て直しが必要な方への貸付を実施。
・緊急小口資金：20万円（上限）
・総合支援資金：20万円／月×３月＝60万円（上限）＊日常生活の維持が困難な場合、３か月以内の延長貸付あり

※令和４年３月末以前に返済時期が到来する予定の貸付について、引き続き経済が厳しい状況等を
踏まえ、返済の開始時期を令和4年3月末まで延長

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000622924.pdf

